





























で見てきたように、一九二九（昭和四）年 中学校の教員養成を目的とする「国漢剣道科・柔道 」からなる四年制の国士舘専門学校が開設された時点で、 士舘創立者・柴田德次郎の、文武両学・全寮制・人格教育を柱
とする教育理念が実現されたことを示した。専門学校は当時私学では最高学府の一角を担っていたのであり、さらなる充実を求めて「国漢弓道科」を設けるなど、戦前にはこの専門 校の拡充がなされていく。　
ところが、第二次大戦での敗戦、連合国進駐軍の日本












上、ＧＨＱ（連合国軍最高司令官総司令部）下の文部省により、八月二八日に校名変更 申 入 が った。さらに、創立者・柴田德次郎が公職追放（一九四六年三月）となり、柴田は町田市鶴川 引きこもって農作業に従事せざるをえなかった。このような状況下では、専門学校の大学昇格などは不可能な状態であった である。こうした中、文部省の要請を受け、一九四 年一二月からやむをえず、校名を「至徳学園」と変え、焼け残った校舎を教室に細々と授業を再開し、舘長柴田德次郎から鮎沢
巌への校長交代（至徳学園長は柴田の子息・柴田梵天） 、一九四六年一月に至徳専門学校、同年三月に至徳中学校への改称がなされた。　
さらに一九四五（昭和二〇）年一一月に、ＧＨＱの意
を体した文部省により武道教育が禁止 （国民学校 柔道、剣道、薙刀等 武道、中学校の柔道、剣道、薙刀、弓道などの授業の中止、一二月 学校または付属施設における武道の禁止）されるに至
り（３）
、翌一九四六年三月から至
















に行なわなければならない事情にあったため、これらの学校や諸般の事情により認可申請を見送った旧制の学校をそのまま存続させることはできなかったので、大学設置委員会は、二年制の大学を設置することを教育刷新委員会（筆者註、文教改革のための日本側委員会）へ建議した。建議 受けた同委員会 は、二十四年一月の総会で、 「二年または三年制の大学について」の建議を採択し、これを短期大学と称することとし のである。そこで、文部省としては、二十四年五月学校教育法の一部を改正し、暫定措置として修業年限二年または三年 大学を設け、これを短期大学と称することと た であ
る（６）
」 。
法的には、 「学校教育法」の「附則」 して、 第百九条「大学の修業年限は、当分の間、第五五条第一項の規定にもかかわらず、文部大臣の認可を受けて 年又は三年することができる。②前項の大学は、 短期大学と称する」とし、暫定的措置としての短期大学制度を設定になり、一九四九（昭和二四）年八月に大学設置審議会
は「短期大学設置基準」を決定し、翌年三月に、一七校の公立、一三二校の私立短期大学が認可された。この事態に即応し、同年四月に全国私立専門学校協会は総会を開いて、 「日本私立短期大学協会」を設立した。　
この時点で国士舘専門学校が名称を変えた至徳専門学


















ンシスコ講和条約が調印され、翌一九五二年四月 講和条約が発効し、日本は主権を回復した。こうした中、一九五一年一一月に「国士舘再興の会」が発足、国士舘創立者の柴田德次郎が 五二 七 四 八日に公職追放解除となって学園に復帰し、理事長に就任する。これを待っていたかのように、 同年
五月一日に
「国
士舘再興会議」と名称を変え、 「国士舘再建趣意書」をまとめ、占領の終了とともに国士舘への名称に復帰することを確認し、国士舘が日本の将来に役立つ人物 養成すると もに、 「文武教育」復帰を願う教育方針を掲げた（９）
。何か国士舘にお役にたつことはないか 苦慮してい








　「元来なら母校の審査をすることは辞退すべきが常識であろうが私は母校の窮状を思い辞退しなかった。私立大学審議会の総会において国士舘短大は認可すべき旨の審査報告を私は述べたが、いつもの例によれば原案は直ちに承認される筈であった。しかるに早大総長島田孝一先生が反対論を述べた。その主旨は理事長の柴田氏は早大出身であるが有名な右翼教育者であり、また短大の経営の費用は政界、財界の人々 毎年の寄附を受けることとなっているが、それは作文であり、寄附の保証はないとの主張であった。 こ に対し他の委員 賛成者も多く、国士舘は否定 空気となった。こ に対し小汀利得先生
（当時日本経済新聞社長と記憶している）が国士舘擁護の主張をしてくれた。その主旨は 私も早大出身であり、柴田君はよく知っている。夏の暑い日に講演 依頼を受け国士舘に行ったことがあるが、学 つめたいおしぼりを出してくれる。また汗が出る頃となると直ぐ学生がおしぼりをくれる。 訓練したも だと感心し 寄附予定の政界、財界の連中は柴田君の親し 友人で、これくらいの寄附は可能であ いま 日本にこ 程度の特色ある私立学校はあっ もよい、との主張であった。これに賛成の委員も出て議論は約一時間半に及ん も決しないため、遂に投票となった。当時の委員は次の通り
























窓会顧問が、同窓会顧問会で話したも に加筆し、 『国士舘大学同窓会新聞』第二一号（一九八五年一一月一日）に記載されたものである。この時期は、終戦後とはまた別な意味で国士舘にとって危機的状況 あっ 反映が、結びの言葉の中に読み取れよう　
すなわち、 国士舘創立者・柴田德次郎没（一九七三［昭
和四八］年）後の子息・柴田梵天総長時代のことである。国士舘大学は、理事会 よる教員への人事介入問題（一九七六、 一九七七、 一九七八、 ・・・一九八三年）と教員組合による総長の退陣要求決議（一九七九年） 、などの学内紛争が続き、ついに一九八三年七月には理事 殺
傷事件が発生、文部省による理事長・学長の退陣を含む新たな改善勧告（同年九月） 、 学内ストライキ（一九八四年二月） 、柴田梵天総長（理事長・ 長・校長等） 、そして外部からの綿引紳郎理事長（学長）就任、及び清水成之副理事長就任（同年四月）といった一連の深刻な事態が発生した時に当たっていたのである。幸い、その後、学園の民主化路線が軌道に乗り 校舎も一新 開かれた大学へと展開 、学部・学科の増設、大学院の拡充梅ヶ丘校舎新設など、国士舘は危機的状況から立ち直ることができた。 中原氏はこの講話の翌年、 正常化の始まった一九八六（昭和六一）年八月八日 国士舘評議委員に就任しており、二〇〇一（平成一三）年 齢九一歳で逝去しているので、国士舘の再建と発展の足どりを聞くことができ、安心したに違いない。　
ここで、国士舘短期大学設置時の大学設置審議会で、

























を乗り継ぎ、出雲の先輩を頼って東京へ到着した。新聞記者に魅力 感じ、まず銀座の時事新報社の新聞配達を始める。雨の日も嵐 日も深夜に新聞 配達しつつ、英語学の大家・斎藤秀三郎創設の「正則英語学校」及び「研数学館」など掛け持ちで学校に通い猛烈に勉強する。やがて給料のやや高い発送係に移る。　
苦学が実を結んで、早稲田大学政経学部に入学し（小










記者になる夢を捨て 島田議長の推薦で一九一七 正六）年に横浜の増田貿易会社（総務部）に就職 内外の銀行との交渉にあたっ 。しかし、や て不況の嵐に会い、増田貿易が倒産し、会社整理に当たった後に退職（一九二一年七月） 。　
早稲田の同級生の誘いにより、また、経済が専門であ
るため、社会的にも信用のある経済紙発行の「中外商業新報社」 （のちの日本経済新聞社）に、一九二一（大正一〇）年八月に入 、経済記者に専念し、認められて一九二七（昭和二）年に 部長となるが 第一線でも働いた。一九二七（昭和二）年の金融恐慌、議会予算総会での震災手形処理問題 一九三〇（昭和五）年の金解禁、一九三 （昭和六）年の満州事変などの激動の期間に記事を書いた。特に金解禁 の時に 中外商業報の小汀利得、東洋経済新報の石橋湛山（戦後の首相）







五）年一月に強引に旧平価 まま金解禁を実施し、政府は議会を解散し二月に総選挙を行い、 民政党は大勝した。しかし解禁後に金の激しい流出が起こり、膨大な金貨が外国に流れた。折り も 九二九年一一月にウォール街で株価が大暴落し、世界恐慌の発生が加わり、物価 下落、株価の暴落、中小企業の破たん、失業地獄、農村の疲弊、人身売買という悲惨な状態 陥り、小汀らが予測した最悪の結果を招いた。　
翌一九三一年四月に民政党の若槻内閣が成立したが瓦





のまま編集局長になり、 三七（昭和一二）年に編集局長 取締役に就任する。編集局長に ったとき、社長の了解を得て小汀は無能な記者をやめさせる人事の大刷新を行っている 一九二五 （大正一四） 年成立 「治安維持法」に始まる政府による言論統制が 九四一（昭和一六）年の「言論出版集会結社等臨時取締法」などでますます激しくなる中、小汀は社説その他で政府や軍部の施策を攻撃し、たびたび憲兵隊に呼び出され、憲兵司令部に出頭させられた。　
終戦直前の一九四五（昭和二〇）年七月に、小汀は社
長に就任。終戦後、会社は「日本経済新聞社」に改称。一九四六年三月から一九四七年五月まで貴族院議員を務める。しかし、一九四七（昭和二二）年一〇月に、戦時中に六年間編集局長の職にあったことと、 大日本言論報告会」参与として戦争に協力したという 小汀にとって心外な理由で公職追放の憂き目にあう。小汀はこれを幸いに三年間の読書三昧と趣味 古書収集の生活に没入し、時折、原稿執筆と講演旅行をして過ご 。公職追放


















































高得票の津田左右吉が辞退して 島田が総長になる。このように小汀と島田は互いに知り合 た仲であった も




















































































志で新築の小学校入学を決め、一里の道 浅川尋常小学校に毎日通い首席を通した。一二歳で小学校尋常科四年間を終え、続いて当時の中等教育機関である上道高等小学校に入学。村から高等小学校へははじ ての入 であった。卒業後 父・善松のすすめで岡山師範学校を受験し入 。入学年齢資格に満たなかった（当時の入学資格は満一七歳から二五歳）が、村長の好意（戸籍の生年月日書き換え）と郡長の推薦により、師範学校に満 五歳で入学した。　
一九〇〇（明治三三）年三月に岡山師範学校を卒業し、
二一歳で母校の上道高等小 就職 三 四年合同の
女子生徒の学級を受け持つ。六月に徴兵検査不合格。翌一九〇一（明治三四）年四月、二二歳で岡山師範学校訓導（現在の教諭）となる。しかし 向学心止められず、翌年、師範学校訓導 休職願いを出して上京し、日本大学法律科二年に編入し、勉 後、一九〇三（明治三六）年四月に郷里の岡山に帰り、舟尾尋常高等小学校校長に就任。満二四歳。五月に浮田村 近くの雄神村の安井千枝子（岡山県立岡山高等女学校卒 一七歳 と結婚。千枝子は家事全般を取り仕切る上、書道 和歌、華道に通じた教養豊かな女性であった。岡山で校長をしながらさらに勉学を続け、一九〇四（明治三七）年七月に日本大学法律科本科を優秀 成績 卒業する。　
翌年三月、岡山県玉島第四尋常小学校校長に転職する
も、一九〇七（明治四〇）年三月、校長職を休職し（当時師範学校卒業後一〇年間は退職できない規定あり） 、足尾銅山に就職。鉱夫の子どもたちの悲惨な実情に打たれ、工科と商科を置く足尾銅山実業学校（後年の栃木県足尾高等学校）を設立して、自らが校長と る。 おも勉学の意欲衰えず、校長 にありながら一九一六（大正五）年に京都大 に入学した。一九 七（大正六） にのちに後継者となる四男・尚が誕生。ついに一九一八 （大正七）年一〇月、足尾銅山に退職願いを出して京都に赴
国士舘大学開設期の恩人たち
55
き、京都大学で残りの勉学をして、一九一九（大正八）年七月、京都大学法学部法律学科を卒業。四〇歳であった。卒業後、古河銅山と同系列の横浜電線製造株式会社に就職し、同時に、京都大 法学部政治学科に入学する。翌年、横浜電線と日光精 所及び本所溶銅所の合併に奔走し、古河電気工 株式会社を設立。　
翌一九二一（大正一〇）年四月、転じて横浜市の招聘
を受けて横浜市の社会課長 なり 社会事業や育英事業に取り組む。翌年、在 のまま勉学を続けていた京都大学政治学科を卒業する。一九二三（大正一二）年九月一日の関東大震災に遭い 自宅は全焼、勤務中に九死に一生を得て、壊滅的被害の横浜市中にあって 職業紹介所・市営住宅・授産所・隣保館・公益質屋などを創設。労働福祉行政全般にわたり先駆的な働きをして復興に尽力し、その名が神奈川県下で知られるよう なった。　
一九三〇（昭和五）年六月、肋膜を患い、再起不能と
医者に言われたが、千枝子夫人の献身的看病により数十日後に奇跡的に回復。震災の復興事業もほぼ終えたこともあって、翌年、横浜 役所を退職し、七月 母校の日本大学に奉職。教授として学 指導する傍ら、総長の平沼騏一郎を事務総長として助け、日本大学の経営に当たる。しかし二年後には、日大を退職し、一九三二（昭
和七）年一〇月に親戚で先輩である額田豊が設立した、岡山の帝国女子医学専門学校（現・東邦大学）に奉職し経営に当たる。　
このようにしてさまざまな教育経験及び学校経営の経







旧制度の専門学校廃止の危機的状況に当たり 専門学校団結のため「全国私立専門学校協会」が結成され、やがて信頼があり長老格であった松本が会長に選ばれた。そして、一九五〇（昭和二五）年四月に短期大学制度が創設されるや、京浜女子家政理学専門学校は、京浜女子短期大学に変わり また、 日本短期大学協会」が結成されて、七一歳のとき、松本は初代会長に選ばれる。翌年、苦楽を共にした妻・千枝子との死別があった。一九五九（昭和三四）年一月に京浜女子大学の設立許可を得る。翌年、私学教育への貢献によって藍綬褒章を、一九六五年には勲三等瑞宝章を、 そし 逝去後の一九七 年には、勲三等旭日中綬章を授与される。 一九七〇 四長期（満二〇 間）にわたった日本短期大学協会会長辞任、名誉会長になる。一九七二年七月、九二歳で安らかに天寿を全うする。　
その後学園は、一九八九（平成元）年には校名を「鎌













子短期大学を設立し学長となるとともに、同年四月に日本私立 協会が発足し、初代会長となり、以来、一九七〇（昭和四五）年まで足かけ約二〇年間 会長職を務め、 日本の短期大学の創設に貢献し、 「短期大学の父」と言われた人物である。すなわち当初一四九校から始まり、二〇年後には四七三校（内、私立は四〇八校）にまで飛躍的に短期大学が発展する基礎を作った功績が認められているのである。　
一方中原は、一九四六（昭和二一）年七月明治学院専






昭和 39 年 10 月 9 日 科学技術庁長官室にて


















に短期大学制度が位置づけられたので なく、 「附則」に規定され、しかも第一〇九条に、 「大学の修業年限は







制定実現運動、私立学校振興会法制定 私立学校教職員共済組合法制定など、私立学校全体で問題が山積しており、短期大学の恒久化に向けての行動はとりがたかったが、一九五四（昭和二九）年になって、四月二八日に日本短期大学協会はその春季総会において、出席者一同により「 を恒久的教育機関として確立すること」が決議され、松本 長と中原副会長 文部省に大達茂雄文部大臣を訪ね を陳情した。同年一〇月の緊急臨時総会では、中原が議長となり、同じ趣旨の決議を行う。その後 中央教育審 会、日経連、文部省、公立短期 学協 ほかに様々な動きがあり、松本、中原たちは各方面に再三説明や陳情などを行い、一九五五（昭和三〇）年には、中央教育審議会に日本私立短期大学協会から初めて委員の一人として松本
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年越しに解決されたのであ 。その背後には、短期大学が社会の要請 応え、飛躍的な成長を遂げていた を忘れてはならないであろう。　
このように、かなりのスペースを取って、短期大学の









置審議会において、前文部大臣の安倍能成 否定的意見に抗して、国士舘擁護論を述べた背景には 松本自身の正論と共に日本私立短期大学協会を通しての、中原稔や柴田德次郎との深いパイプがあったことも確かなことである。なお国士舘と松本との仲介役であった中原は一九三四（昭和九）年、国士舘専門学校剣道科卒 二回生（及び一九三五［昭和一〇］年国士舘専門学校研究科修了 ）であるととも 、柴田の故郷・福岡県の隣県・佐賀県出身者（ 〇九 明治四二 生まれ）で、日本経済短期大学常務理事、全国私立専門学校協会副会長を経て、日本私立短期大学協会副会長及び事務局長として、 松 を助けた短期大学創設の功労者である。ほかに、大学設置審議会委員、国士舘評議委員、亜細亜大学評議員、杏林短期大学評議員、国士舘大学同窓会顧問を歴任、二〇〇一（平成一三）年二月二五日に、東京都小金井
市で九一歳の高齢で逝去した（ 『全私学新聞』二〇〇一［平成一三］年三月三日号） 。くしくも松本とほぼ同じ年齢での逝去であった。中原稔なかりせば、国士舘大学はこれまでのような順調な発展をなしえなかったに違いない。中原は、松本生太とともに、国士舘大学開設の恩人の一人であると言っても過言ではない。おわりに　
国士舘は戦前、 当時の最高学府の一端を担う文武両学、

























































1880（明治 13）年 1972（昭和 47）年
　　　　92 歳
1889（明治 22）年 1972（昭和 47）年
　　　　82 歳
1890（明治 23）年 1973（昭和 48）年
　　　　83 歳
1909（明治 42）年 2001（平成 13）年
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